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 日本国政府は、モーリタニア・イスラム共和国政府の要請に基づき、同国のヌアクショット首都・

近郊デジタル地形図作成計画を決定し、独立行政法人国際協力機構がこの調査を実施することとい

たしました。 

 当機構は、調査実施に先立ち、本件調査を円滑かつ効果的に進めるため、2006年12月1日から12

月23日までの23日間にわたり、独立行政法人国際協力機構東京国際センター社会開発チームの村山

秀樹を団長とする事前調査団を現地に派遣しました。 

 調査団は本件の背景を確認するとともに、同国政府の意向を聴取し、かつ現地踏査を実施しまし

た。 

 本報告書は、今回の調査を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定している本格調査に資す

るためのものです。 

 終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 平成18年12月 

 

 

 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

社会開発部長 岡崎 有二 
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第１章 事前調査の概要 

 

１－１ 要請の背景 

モーリタニア・イスラム共和国（以下、「モーリタニア」と記す。国土面積；約103万70km2、人口

290万人）では、政治、経済そして社会制度の改革を展開中で、地方並びに都市の開発に力を注い

でいる。1960年の独立当時は、都市部の人口は5％程度に過ぎなかったが、現在では人口の60％強

が都市部に居住している。良好な生活や就労を求める人や旱魃の被害で農村部から移転する人が急

増しており、首都であるヌクアショット市はアフリカでも人口増加率の高い都市とされている。現

在では、同市及びその郊外にはモーリタニアの総人口の3分の１が住んでいる。 

このような状況下で、政府及び市議会は、市内に散乱する都市ゴミ（生活・家庭ゴミ）の増加や

高い貧困率、ブロックを積み上げただけで補強措置がとられていない不安定な建物、無計画な居住

地域の拡大などの問題に直面している。特に近年、ヌアクショット市では水質汚染が深刻な問題と

なり始めており、同市人口の60％が住むエリアの近郊に、未整備のまま放置されている下水や産業

廃棄物、都市ゴミの不法投棄がその原因とされている。このような状況から、同市においては、イ

ンフラの整備に主眼を置いた都市開発計画の策定及び既存のインフラの改修、維持管理が緊喫の課

題となっている。 

しかしながら、計画策定の基礎となる同市の地形図は、これまで断片的に作成されたものしかな

く都市圏のエリアをすべてカバーしていないことや、その精度も不十分であることから、都市開発

に活用することができず、インフラの絶対的な不足や既存インフラの老朽化といった状況を招く結

果となっている。 

以上のような背景から、2005年7月にモーリタニア政府から日本政府に対し、ヌアクショット市

の開発計画策定及び効率的なインフラの改修、維持管理を行うために必要となるデジタル地形図作

成及び地理情報システム（Geographical Information System：GIS）の構築に係る協力を要請した

ものである。 

上記背景のなか、我が国は事前調査団を派遣し、2006年12月15日に実施細則（S/W）を署名交換し、

2,000km2の調査対象地域のうち、約1,200km2の地域においてデジタル地形図の作成を行い、併せて

先方機関に対してデジタル地図作成の技術移転を実施することで合意した。 

なお、実施機関は、モーリタニア国運輸設備省地図局（Department of Topography and 

Cartography：DTC）である。 

 

１－２ 事前調査の目的 

（１） 先方政府の要請背景、内容及び意向の確認、調査事項 

（２） 本格調査実施方針・内容の説明及び協議 

（３） S/W、協議議事録（M/M）の署名・交換 

（４） 先方受入体制の確認 

（５） 本格調査実施に必要な情報収集 
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１－３ 調査団員構成    

担 当 氏 名 所 属 

総 括 村山 秀樹 JICA東京国際センター 

社会開発チーム 

精度管理 吉成 富夫 国土交通省  国土地理院 

基本図計画／機材計画 中条 賢治 （社）国際建設技術協会 

GIS計画／技術移転計画  阿部 正勝 （社）国際建設技術協会 

通 訳 森田 俊之 （財）日本国際協力センター 

 

１－４ 調査行程 

日順 月日（曜） 概   要 備考(宿泊地) 

1 12月 1日(金) 移動（成田→パリ） パリ 

2 12月 2日(土) 移動（パリ→ダカール） ダカール 

3 12月 3日(日) ダカール近郊土地利用調査 ダカール 

4 

12月 4日(月) 在セネガル日本国大使館表敬、 

JICAセネガル事務所打合せ 

セネガル地理院表敬、測量機材業者へ見積依頼

(ダカール→ヌアクショットMR162便キャンセル) 

ダカール 

5 12月 5日(火) 移動（ダカール→ヌアクショット） ヌアクショット 

6 
12月 6日(水) 運輸設備省次官及びDTC局長表敬 

DTCとS/W協議 

ヌアクショット 

7 
12月 7日(木) 午前：DTCとS/W協議 

午後、局長の案内で海岸線・市南部郊外の踏査

ヌアクショット 

8 12月 8日(金) DTCとS/W協議 ヌアクショット 

9 12月 9日(土) 局長の案内で市東部郊外及び北部郊外の踏査 ヌアクショット 

10 
12月10日(日) 午前：対処方針打合せ 

午後：資料作成 

ヌアクショット 

11 

12月11日(月) 午前：DTCにて質問票の内容確認、S/W案協議 

午後：測量機材代理店及び民間企業視察、 

レンタカー価格調査 

ヌアクショット 

12 
12月12日(火) S/W（案）協議・確認 

  

ヌアクショット 

吉成団員到着 

13 

12月13日(水) 午前：DTCにてM/M作成（大臣補佐官参加） 

   資料調査 

午後：基準(原)点及び水準点踏査･確認 

ヌアクショット 

14 

12月14日(木) 午前：住宅･都市計画局長と面談、DTCと協議（面

積2,000km2を1,200km2に縮小） 

午後：モーリタニア国の基準点及び地図整備に

ついてヒアリング 

ヌアクショット 
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日順 月日（曜） 概   要 備考(宿泊地) 

15 12月15日(金) SW及びMM署名交換 ヌアクショット 

16 12月16日(土) 調査域の南部地区踏査 ヌアクショット 

17 12月17日(日) 報告書作成 ヌアクショット 

18 12月18日(月) DTCにて資料収集 ヌアクショット 

19 
12月19日(火) DTCにて資料収集 

1982年作成1/10,000図の経年変化現地調査 

ヌアクショット 

20 12月20日(水) 移動（ヌアクショット→ダカール） ダカール 

21 

12月21日(木) JICAセネガル事務所報告・在セネガル日本国 

大使館報告  

移動（ダカール→ 

機中 

22 12月22日(金) 移動（ →パリ、パリ→ 機中 

23 12月23日(土) 移動              → 成田）  

 

１－５ 協議概要 

（１） 協力基本姿勢の説明 

調査団はモーリタニア側の要請内容を確認し、地図作成の基本合意書であるS/Wを締結するこ

とと、さらに具体的な作業を行うに必要な測地内の諸条件を確認し、案件実施の承認を得るた

めの報告をすること、また併せてコンサルタントに提示する業務指示書作成の諸元を作成する

ことと説明した。国土基本図作成は、アナログ時代はすべての作業は本邦から派遣される技術

者が観測を行ったが、デジタル時代を迎えてからは、協力は技術移転に力点が置かれるように

協力の形態が変化したことを説明した。すなわち派遣される技術者はコンサルタントとして技

術移転の任にあたるとした。具体的な作業はDTCが行うものとし、日本側はその作業に対するア

ドバイザーであると述べた。近年、税金で実施されている技術協力に対し納税者が強い関心を

示すようになり、できあがった成果が有効に使われることが案件実施には不可欠で、情報公開

法の制定後は、JICAは納税者に対し説明責任があることを述べ理解を得た。また、DTC局長は日

本政府がこのように迅速な調査団の派遣を行ったことに謝意を表した。 

 

（２） 大縮尺図要望 

ヌアクショット市にとって海岸浸食、都市計画立案の基本情報、廃棄物処理、不法投棄対策、 

不法土地占拠対策等々に可能な限り大縮尺地図が不可欠であると述べた。調査団は国土基本図

として作成の技術移転を行う対象は中縮尺（1/10,000～1/100,000）であり、モーリタニア側か

ら協議開始提案のあった大縮尺を対象とはしないので、個々に具体的な案件が発生した際に当

該プロジェクト用として作成すべきものと答え理解を得て、作成する図の縮尺に関し合意を得

た。なお、モーリタニア側は要請した縮尺は急ぎ要請をまとめたので関係先と十分な調整がな

されていなかったのでM/Mにモーリタニアとして抱えている諸問題、都市計画、下水道、海岸浸

食・洪水、ゴミ問題があることを記載してほしい旨の要望がなされたのでM/Mに記載した。調査

団は今回作成の図は1/10,000であるがその際将来の大縮尺作成を配慮して、基準点関係を都市

部では配慮して配点するとし理解を得た。 
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（３） 技術移転 

地図作成協力が終了したあとにモーリタニア側が自立して地形図作成できるために、OJTに 

て技術移転を実施する。（基準点）測量、現地調査、図化、編集、現地補備測量、地名調査など

を、本格調査団員の指導の下で同行し指導することを合意した。なおこの作業の経費のうち、

調査に従事するDTC職員の給料はモーリタニア側負担とし、調査に必要な、車両（レンタカー）

は日本側が負担する。 

 

（４） 機 材 

調査団はGPS、レベル、コンピュータなどの機材が技術移転に必要であることを説明した技 

術移転に必要な機材は日本側が調達することとし、技術移転の規模は、1~2面で合意した。また、

この訓練(研修)は厳しいものになるので、従事する技術者の人選に十分な配慮を調査団は求め

理解を得た。DTCから、訓練（研修）は理論的な学習及び実習が行われるかの問いに対し、その

とおりであると回答した。また、本邦研修が国土地理院で実施されていること、その内容は、

日本での研修等長期的な視野に立つことができる人材養成であることを伝えた。その他、図化、

維持管理を極めて細やかに行う。具体的には本格調査団のスケジュールに合わせて行うので、

指導を受けた人が、同僚、部下などの職員に習得した技術を普及させることが技術移転の枠組

みであることの合意を得た。 

 

（５） S/W協議 

地図作成範囲を以下の内容で合意を得た。 

 案：1,200㎢ （40％の削減） 

 図化面積 

 当初案：2,000㎢ 

ヌアクショット市が現在抱えている諸問題の検討を行うために必要とする地区別の図化面積 

は次のとおりである。 

① 北部地区 

面積：35㎞ × 20㎞ = 700㎢ 

現在建設が計画中で4年後に竣工が見込まれる国際空港の移転に伴う当該建設地域並びに

その隣接地域の開発のために必要とする。飛行場予定地の道路を隔てた地区ではカタール

資本によるリゾートホテル用の用地買収が終了している。 

② 南部地区 

面積：20㎞ × 10㎞ = 200㎢ 

海岸部分の浸食はヌアクショット市に洪水の脅威を与えているためその対策として必要と

し、さらに同地区は市街地の拡大に伴い都市化の再編成に必要とする。なお、この地区で

は沖合いで石油開発が進み、観光地、漁港が存在し経済活動が進んでいる。 

③ 東部地区 

面積：30㎞ × 10㎞ = 300㎢ 

市街地の東部への拡大に対応し都市開発計画に使用するとともに、都市廃棄物の最終処分 

場計画に活用する。なお、砂漠の緑化計画、砂漠の拡大防止施設の建設計画などのために

必要としている。 
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１－６ 団長所感 

（１） 今回要請があったヌアクショット市・近郊デジタル地形図作成計画は同地が抱える諸問題

の解決に必要欠くべからざる基本情報を作成するものであるといえる。今回確認したモーリ

タニア保有の1/10,000はDTC局長もその精度に信頼を示すことはなく、さらに都市計画用とさ

れる1/2,000あるいは1/1,000はただの見取り図に過ぎなかった。今回精度に信頼を置くこと

ができる地図情報が整備されると、広域にわたって事態を把握するための手段を得ることに

なるといえる。その結果として、位置情報が不正確な見取り図上で行われている旱魃による

流入住民の定住化対策、都市廃棄物の処理、海岸浸食による市街地への洪水からの脅威を改

善するための対策、砂漠化防止の緑化計画などの改善計画立案に活用されることが見込まれ

る。 

 

（２） S/Wは、当初案に大幅な変更点はない。変更点は撮影縮尺、カラーによる航空写真が主要

な事項であるが、撮影縮尺を1/15,000から1/20,000に変更したのは撮影枚数の削減であり、

カラー撮影としたのは当国の技術者の判読を容易とするための変更であった。S/W協議はDTC

の積極的な姿勢によって円滑に推移して行うことができた。次官を表敬した際にも本件デー

タベース作成が問題解決の基礎データとして活用されることが表明された。 

 

（３） なお、当初要請2,000km2のデジタル地形図作成は、同市周辺地域の地形、地物植生の繁茂

状況から全地域を図化の対象とはせず、作成後に成果が直ちに活用される優先度の高い地域

を対象とすることの合意を得て、結果1,200㎢に行うものとなったが、それによって同市が抱

えている諸問題解決の政策を行ううえでの支障を生じることは当面ない。今後、新たに図化

を必要とする市域が調査対象地域で発生した場合、今回の調査で行われるOJTで技術移転を受

けたDTCの技術者が行うことができるといえる。 

 

（４） 作成されたデジタルの地形図を活用し、都市問題に資するGISデータをモデル的に作成す

ることとしている。このため運輸設備省大臣を議長とするコーディネーティング・コミッテ

ィを設置することとしている。 

 

（５） 表敬した次官は日本の今回の協力に感謝するとともに、デジタル地図を有効に活用したい

との強い意欲を示した。 

 

（６） モーリタニア国DTCは、弱体な小規模な組織ではあるが、局長の強いリーダーシップの下

で、今回のデータベース作成計画で取得した技術を生かして、各省からの依頼による主題図

の作成等に積極的に取り組む意欲を示している。 

 

（７） 今回の協力においても、デジタル地図作成の技術移転をすることが意義あるものと感じら

れ、協力終了後、先方実施機関が、移転された技術を生かし、地図作成を継続することが期

待される。 
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（８） 今回の調査では、首都ヌアクショットから北方に向かうヌルデブ街道は新しく建設された

片側２車線の直線道路で、約15km地点にはカタール資本によるリゾートホテルの建設が予定

され、既に用地買収も終了していることである。またそこに隣接する土地に新空港が中国の

協力で建設されるとのことで、今後１年以内に調査を終え、その後３年以内に竣工の見通し

とのことであった。 

 

（９） 本格調査に際し留意すべきこととして、基準点測量では標識の亡失で以降の作業に支障が

出ることを極力防ぐため補点の設置を検討すること、水準測量では沿岸部の観測に配慮する

こと、また図式はフランス国土地理院（Institut G-ographique Naitonal：IGN）版を基本と

するが当地の置かれている自然環境に配慮し、植生、緑化地帯、砂地の進入防止措置施設、

埋設送水管、同ポンプ場、給水施設などの表記を協議することが必要と考える。 

 

（10） 面談をした都市計画局長はあくまでも所管する部門の責任者としての立場と前置きしたう

えで、より大縮尺の必要性を述べ、その要望は先月（2006年11月）に訪問を受けた調査団に

伝えたと述べ、その調査団から理解を得たと発言した。この調査団とは民間企業が派遣した

プロジェクトファインディング調査団であると思われるが、当該企業の営業活動のみを優先

する行為は相手国機関に不信感を植え付けるものと思慮する。なお、同局長が現在活用して

いると称した1/10,000図は一部分の図化素図でありDTC局長以下のDTC幹部はまったく地形図

としての信頼を示さなかった。 
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第２章 モーリタニア国地理情報に係る現況 

 

２－１ 運輸設備省の組織体制と人員構成 

運輸設備省におけるDTCの任務と組織体制は、中央行政組織を定める1990年8月1日付政令第90/64

号改正において定められている。 

政令第15条には、DTCの任務として次の測量業務並びに権限を有するとされている。 

・国土の基準点整備 

・天文測量、三角測量、精密水準測量、写真測量 

・国土の基本図作成 

・種々の地図作成計画にかかわる調査、実施、検査 

・すべての測量地図の作成 

・地図の保管 

・リモートセンシング 

・測量作業にかかわる調査、実施、資料保存、公表 

・分譲区画の配置決定、検査 
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政令に基づくDTCの組織体制は次のとおりである。 

 

 

                              

                    

                              

                           

                

 

                              

       

                               

                                 

                

                                 

 

 

 

 

 

 

職員数30名 

 

図２－１ DTC組織図 

 

※ただし、財政的な理由により、大半の職員は他省庁の業務支援（ゴミ処理、住宅難等 

の都市対策、道路工事の監督等）に従事している。 

 

 (１) 測量課 

全国レベルでの基準点の設置及び維持管理、（天文測量、三角測量、精密水準測量の）各種測量 

作業に係る調査、国境の確定測量、土地分譲区の配置決定及び検査等基準点に関する測地事業の

任務及び成果の提供が業務所掌となっている。しかしながら、旱魃による被害により多くの住民

がヌアクショット市に難民となって集まっていることから、都市計画の住宅地線引き、移住計画

等に伴う緊急の測量業務にほとんどの職員が従事しているのが現状である。 

ヌアクショット市当局の下に、土地所有権問題にかかわる係争の解決支援のために、DTCから1 

班が常駐で派遣されており、種々の測量分譲地区内での区画の確定やユーザーの要望に応じて、

測量調査、境界設置を行っている。 

  測量・測地点作業（道路、整備事業、国境等）の実例として、次の作業を実施している。 

大臣官房 次官 

公共事業局 住宅･都市計画局 

地図局長 

事務員・運転

地図作成課長

補助員(4) 

測量技術者(6) 

測量課長 

測 量 技 師 ( ２ ）

測量技術者(6) 

補助員(5) 

測 量 技 師 ( ２ ）
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➢ 鉱山土地台帳のための測地点網 

➢ セネガル川流域開発機構（OMVS：Organization for the development of Senegal River）

のためのSaint-LouisからBakelまでのセネガル川流域内測地作業 

 

(２)地図作成課 

全国の国土基本図作成と更新、空中写真及び測量関係資料の管理･保管及び提供、各種地図作成

計画に係る調査、及びリモートセンシング、土地分譲区の配置決定及び検査等国レベルの地図作

成が任務となっている。また、国の予算又は他の機関によって実施された地図作成の成果品の内

容をチェックすると同時に、地図成果を管理する任務も負っている。 

複数の道路プロジェクトへDTCが参加（特に、Nioro Aioun、Nouakchott-Nouadhibou間道路）し

ているにもかかわらず、プロジェクトに必要なリソース（測量・ロジ機材）が、DTCに対して供与

されていない。 

 

２－２ 財政・予算 

DTCの2006年度予算は次のとおりである。 

 

表２－１ 測量局予算額（2006年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－３ 職員の技術水準 

DTC局長から、DTCの測量技術者は、唯一、全地球測位システム（Global Positioning System：GPS）

基準点測量の経験を有しているとの説明があった。すなわち、セネガル川流域の国境画定作業（マ

リ、セネガル、モーリタニアの共同）への参加や、各省が発注する住宅建設、道路建設などに伴う

GPS基準点測量の監督支援を行っている。ただし、各省が独自に発注している物件のすべてを管理で

きていないため、成果品の精度にはバラツキがあり保証はできないとのことであった。また、地形

図作成については、すべてIGNが仕切っており、地形図原図や過去に撮影した写真、標定図、フィル

ム等のすべてをIGNが保管しているため、DTCでは更新作業等が自由にできない状況である。さらに、

DTCでは測量機材をほとんど所有していない。 

これらのことから、基準点測量、地形図作成という国土の基盤整備に必要な技術力及び機材設備

は乏しいといわざるを得ない。 

 

項 目 予算額（UM：ウギア） 円換算 

備品費 1,688,000 649,231 

測量材料購入費 10,400,000 4,000,000 

情報処理補修費 1,298,970 499,604 

使用料金ほか6費目 4,869,820 1,873,007 

合 計 18,256,790 7,021,842 
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２－４ 機材・施設の現状 

DTCの測量機材は、1960年代に使われていたと思われる製図台、マップロッカー、器材棚などであ

り、最新の機器としてはパソコン、プリンタを所有している。 

DTCの測量機器等の保有機材は表２－２のとおりで、測量機材はほとんど所有していない。 

 

表２－２ 測量局保有機材 

No. 機材種類 数量 

1 パーソナルコンピュータ 4台 

2 トータルステーション １台 

3 製図台 3台 

4 マップロッカー 3台 

 

DTCの庁舎は、運輸設備省の4階にあり、局長室、課長室、作業室など6～10畳のいくつもの小部屋

に分散されてはいるが、特記すべき事項はないものと思われる。 

 

２－５ 地図整備現況・整備計画 

モーリタニアの面積は103万70㎢（日本の約2.7倍の大きさ）であり、国土全体をカバーする地形

図は1/200,000地形図（104面）、1/500,000地形図（24面）及び1/1,000,000地形図（8面）がある。

この地形図は、IGNが1956～1964年ごろに初めて測量したものであるが、その後は一度も更新されず

に現在まで約50年が経過している。その後の地形図整備としては、IGNが1981年に首都ヌアクショッ

ト市街地及び周辺地域を写真測量により、1/10,000地形図で3面（約180㎢）作成している。また、

IGNは1992年にヌアクショット市街地の1/10,000地形図を1981年作成面積の約30％を修正している

が、道路、建物など主要地物のみの図化であり、基準点や地形などは表現していない図化素図に近

いものである。 

運輸設備省の住宅・都市計画局では、市街地の拡大に合わせて1/1,000～1/2,000の平面図を分譲

地用として作成しているが、この平面図は座標もなく国家基準点とも整合していないものである。 

1/10,000デジタル地形図作成範囲に該当する基準点成果表及びこれまでに整備された地形図は次

のとおりである。 
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（１）基準点 

表２－３ GPS 1級基準点成果表 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２－４ 天文測量による旧基準点 

基準点 IGN  

367 等級不明 ほとんど亡失で維持管理されていない 

 

（２）整備済み地形図一覧 

表２－５ 整備済み地形図一覧 

 

 

 

 

 

 

 

① 地形図の精度 

モーリタニアの地形図は、すべてIGNの地図作成技術に基づいて作成している。1950～60年代 

整備の地形図（1/50,000地形図、1/200,000地形図、1/1,000,000地形図を含む）の測量基準は、

天文測量による基準点の設置、三角測量による基準網の整備（357点の三角点は現存していない）。

ダカール湾平均海面に基づく水準原点の設置、地形図の投影はUTM投影法、クラーク1880楕円体、

仏式の図式規程、図郭の大きさは四六判（横100cm×縦80cm）、多色刷りである。これらの地形

図の内容については、標高点密度、等高線間隔、地形・地物表現、地図記号、経緯度数値・凡

例表示、砂丘の形状を13分類に詳細区分、砂漠地帯の涸れ川、湿地、湖沼など地域特有の表現

方法の採用などから、当時の測量技術水準に照らし合わせても、基本図としての条件（精度、

規格、図式）に適合しているものと判断される。ただし、IGNが1981年作成のヌアクショット市

街地の1/10,000地形図は、写真測量で作成はしているが、成果品の地形図原図はマイラーベー

スにすべての地物、地名等を着墨編集したものである。すなわち、地形図としての位置精度は

確保されてはいても、地形図の一般利用を想定した判読しやすいものではなく、特定目的のた

めに藍焼図での利用を念頭に置いている。このため、植生界、等高線、徒歩道などの曲線物が

判別し難いばかりでなく、編集自体が粗悪なものであり、地図の判読に必要な図式凡例が記載

されていないことなどから、すべての測量の基礎となるべき基本図の性格を有していないもの

点名 E N H 

118（測地原点） 396810,4 2000197 35,39 

121 397933 2001620 17,35 

123 398127,6 2000445 13,8 

魚市場 391533,5 2002290 7,12 

新港灯台（D1） 391882,4 1989106 4,31 

新港灯台（D2） 391546,8 1989079 4,89 

種 類    作成年次・範囲 整備面数 

1/10,000 1992（一部） 3面 

1/50,000 1956－64（一部） 12面 

1/200,000 1956－64（全国） 104面 

1/500,000 1956－64（一部） 数面 

1/1,000,000 1964頃（全国） 8面 
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である。 

また、IGNが1992年にヌアクショット市街地の一部をGPS基準点測量、写真測量を用いて修正 

した1/10,000地形図の図化素図や、モーリタニアが独自にヌアクショット市の住宅分譲用とし

て作成した1/1,000～1/2,000平面図などは、地形図の精度を論ずるに値しないものである。 

 

② 作業規程・図式規程 

図式・作業規程については、モーリタニアの基準としてフランスIGNの規程を有しており本調 

査においてはこの基準に基づく。だだし、IGNの規程等は非常に古くデジタルには対応していな

いので、DTCとの協議を通じて新作業規程及び図式規程を作成することで合意を得ている。地図

に使用する注記(文字)の地名は、内務省に照会して、政府にある委員会で決定する(フランス語

又はアラビア語)。 

 

③ 提言事項 

ここで、特筆すべきことは、モーリタニアのDTCが、これまで測量の基準に基づく独自の地形 

図作成を経験していないことである。今後におけるモーリタニアの経済発展とともに土地の流 

通が活発に行われることから、国土の正確な把握・管理には、モーリタニアの測量技術者の確

保と育成が必要不可欠である。 

IGNの援助は、モーリタニア政府に対する人材育成、技術支援に配慮したものとはいい難い。 

現在のDTCには、測量原図もなく、撮影ネガフィルム、測量機材もほとんど提供されていないの

が現実である。したがって、今回の地図作成調査には、IGNが1950～60年代に作成した紙地図、

作業規程、図式規程、GPS基準点成果等を基に、地形図作成の一連工程をOJTによる実地訓練、

日本での研修などを通してモーリタニアの測量技術者育成のために取り組む必要がある。 

 

２－６ GIS整備・活用の現状 

地理情報関係省庁の組織体制については、政府リモートセンシング・地図作成委員会（CNTC）及

び政府地名委員会が設置されているが機能しておらず、測量･地図作成に関する国のニーズが明確に

定義されていない。その結果、地図作成をコンポーネントとする諸プロジェクト間の調整がなされ

ず、地理情報の一元化が行われていない。 

衛星画像解析などのリモートセンシング技術については、早い時期から鉱物資源探査で活用され、

外国企業のもつ知識・情報がモーリタニア国内に持込まれたが、地理情報システムGISについては、

その知識・経験を有する人材がいまだに少ない。 

 

モーリタニアでGIS技術を利用している政府機関は、鉱山工業省、水利エネルギー省、石油省であ

る。 

このうち、GISが最も進んでいる鉱山工業省の利用状況は次のとおり。 

 

（１）GISによるデータベース作成 

① 鉱山土地台帳管理GIS 

・ 土地台帳をテキスト入力して管理 

・鉱山権の範囲をデータベースで管理 
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・1/200,000地形図に鉱山権範囲を色区分した基図をスキャニングして管理 

② 鉱山GIS 

・地質データをテキスト入力して管理 

・探査データをテキスト入力して管理 

・開発データをテキスト入力して管理 

③ 環境保護GIS 

・10年前より高山の自然保護の管理 

   ※行政権のためデータベース管理をしているが、地図との重ね合わせはできない。 

 

（２）地質図鉱山GIS 

モーリタニアには、重要な鉱物地域（北半分、東側の縦状）があるため、全国の地質図（基

図は1/200,000地形図、1/500,000地形図を利用）をベクトル化してGIS管理している。例えば、

鉱物情報、物探情報（放射線データ、地磁気データ）、衛星画像（ランドサット）等の地質情報

を数値化してGIS利用している。 

利用ソフト：Arc GIS7.0 

鉱山データの入力：簡易GPSを利用して位置情報の取得 

地質学者、リモートセンシングの専門家を擁しており、パソコン、A0スキャナ、A0カラープ

ロッタ、サーバなどのコンピュータ機器も充実している。 

鉱山工業省における鉱物資源のGIS管理・GIS利用は、かなり進んでいるものとうかがえる。

その理由として 

・広大な砂漠地帯にある鉱脈を管理するには、広域データの管理に適した1/200,000地形図

（地質図）や、衛星画像データを利用する方が効率的であることがGIS利用にマッチしてい  

る。 

・政府の鉱山工業省に対する財政支援は、膨大な鉱脈の情報管理に必要なコンピュータ機器  

類（パソコン、プロッタ、サーバなど）の確保、並びに専門技術者の雇用等に結びついて

いる。 

また、その背景としては、モーリタニアの経済を支えている輸出品が鉄鉱石と魚介類であ  

ること。その鉱物資源を管理する鉱山工業省は、新築の独自庁舎をもち、各部屋には最新のコ

ンピュータ機器が並び、職員の机上には専用パソコンが配備されていることなどから、政府の

外貨獲得の基盤でもある同省に対する期待度が感じられる。 

 

２－７ 地理情報に係る民間会社の現状 

民間におけるGIS技術専門の会社は、衛星画像を得意とするBSA社が国内唯一の会社であり、関連

マーケットとして20社程度がある。また、測量会社については、モーリタニア国内に６社存在して

いる。 

 

(１) BSA社のGIS利用状況 

・職員数は40名であり、そのうち30名が技術者である。 

・地図作成部門：セスナ機に小型カメラ（ハッセルブラッドカメラ、画角サイズ：6cm×6cm）を

搭載して、撮影した航空写真から写真図を作成。現地ではGPS観測、位置決めは自動補正で標定
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してモザイク 

・研修部門：遠隔研修の実施（全国13か所をネットワークで結び、衛星用大容量のサーバで情報

処理） 

① 納税管理GIS（ヌアクショット市からの受注物件） 

・GISに使用している基盤地図は平面図で位置精度が悪い。 

・使用している地図は、いくつかの図面を合成したものであって地図ではない。 

・個別14万件（世帯）を入力〔世帯主、職業（商売）等。2002年6か月でシステム構築、デー

タ収集には300人で14か月間〕 

・地名、道路名、通り名など呼称の付いている名称はすべて入力している。 

・新設の街区、道路の補入はトラバースで行ったが、きちんとした測量は実施していない。 

・GISソフト:Arc View、Map Info、Dryetc 

・使用例：ある任意の範囲を矩形で指定し、目的のオブジェクトを検索すると、結果が出 

  るようになっている。 

 

   ＊租税関係で2002年に開発したが、市職員のキャパシティがないため、2004年から使われ

ていない。 

＊都市部の基本となる地図があれば使いたいとの要望がBSA社から出された。 

② 調査計画用GIS 

・基図として1/10,000地形図、1/200,000地形図、1/2,500,000地形図を使用 

・上記地図から街区、地域界、地名等の属性を抽出 

・市街地は衛星画像データを利用 

・使用例 

選挙用の有権者数の地域分類表示 

街区単位の人口分布 

商店の分布表示などヌアクショット市が開発した納税管理GISは、GIS設計に基づくシステム

構築がなされて、多くのデータが入力されている。ただし、2年前から使用されていない。そ

の理由は、納税者の個人情報を含むある特定の目的のために特化したシステムであるために、

一般の多くの職員が利用できないことが原因であると思われる。一般的にGISはだれでも自由

に利用できる汎用システムである必要があり、メンテナンス（データが最新である）が十分

に行われているシステムでないと、データが陳腐化して利用されなくなる危険性がある。 

 

２－８ 地理情報に係る他ドナーの援助状況 

鉱山工業省に関連するものは次のとおりである。 

・「鉱山開発マスタープラン」（JICA関連）…三井金属（株） 

・「モーリタニア鉱山強化プロジェクト」（世界銀行）…日本も参加 

 

２－９ 地理情報整備における現状課題 

モーリタニアにおけるGISの整備は、その有用性が認識され始めたところといっても過言ではない。

政府機関でも民間においても、ごく一部の部署でGISが利用されてはいるが、全体として見ると、ネ
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ットワーク通信網の整備や情報産業の進出、基盤地図情報の整備などのインフラ整備が遅れている

こと。また、政府や企業が率先してパソコンの配備や情報処理システムを活用しない限りにおいて

は、全体的な情報の電子化とその利用には結びつかないものである。今回の調査で整備する首都ヌ

アクショット市とその近郊の1/10,000デジタル地形図及びGISモデルシステムは、デジタル地形図の

みの利用ではなくGISの普及にも大いに役立つものであることから、コーディネーティング・コミッ

ティを設置して、その利用・普及を図る機会をつくり、整備データの一般公開と提供を進めること

も重要である。 

そうした活動を通して、デジタル地形図の整備やGISの利用に対する理解が得られて、モーリタニ

ア政府の緊急課題でもある海岸浸食、都市計画、下水道、廃棄物処理、不法投棄対策、不法土地占

拠対策等々の解決のための基盤情報として1/10,000地形図の利用促進が図られることを期待したい。 
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第３章 本格調査への提言 

 

３－１ 本格調査の目的 

モーリタニアにおいては、フランス時代の1950年代にフランスIGNにより国土基本図として

1/200,000地形図の全国整備が行われている。1960年の独立後に運輸設備省に地形地図局が設置され

たが、地形図の維持管理は経済的困窮のために一度も更新されず現在に至っている。 

一方モーリタニアの多くの農民が、遊牧生活からより良い生活を求めて都市部に移住してきたこ

と、また、旱魃によるヌアクショット市への流入により人口が急激に増加してきたため、ゴミ処理、

水質汚染、不法建築が行われるなどの都市問題を抱えている。そこでゴミ処理施設や水質管理など

の衛生・環境問題、住宅建設等の都市計画を行うために必要となる地形図を早急に整備し、効率よ

く維持更新するための技術協力が求められたものである。 

本調査は、上記要請を受け、モーリタニアにおいて縮尺1/10,000の国土基本図をデジタルで作成

するとともに、これらの継続的な維持更新が可能となるよう、地形図作成に必要な技術移転、人材

育成等を行うことを目的とする。 

 

３－２ 本格調査対象範囲 

調査対象地域は、ヌアクショット首都圏約1,200km2とし、都市開発、都市管理、環境保全などに

資するため、基盤データとして整備する。整備する基盤データは、現況を反映した高精度で信頼度

の高い国土基本図として整備するものであり、包括的な首都圏の都市計画等が推進可能となり、合

理性のある国土基本図を整備することを目的としている。また、一部モデル地域を対象に、GISモデ

ルシステムを作成する。 
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調査の対象地域はヌアクショット首都･近郊約2,000km2とし、図３－１のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 調査対象地域 

 

３－３ 本格調査項目 

本調査はモーリタニアの要請を受け、縮尺1/10,000の国土基本図（基盤デジタル地形図）作成を

目的とすることで2006年12月15日に合意されたS/W 及びM/M に基づき実施する。なお、調査期間は

おおむね32か月を予定している。 

 調査の項目・内容は以下のとおりである。 

 

（１）既存資料の収集・整理、仕様の協議 

①  関連資料の入手及び検証 

行政界、地名等、既存の各種資料をDTCから入手し整理したうえで、データの仕様等につい

て検証する。また、既存地形図の保存状態、品質を調査するとともに、行政界、集落位置、地

名データ等の資料をDTCから入手する。 

その他の資料として、地図作成に関する既存の地形図及び関係資料についてもカウンターパ

ートから入手のうえ、地形図作成の補助資料としての活用を検討する。 

 

②  作業基準、図式の検討 

DTCは、宗主国フランスの作業規程、図式等を保有しているが、かなり古く現状に合っていな   

い。また、デジタル手法による作業規程、図式等は保有していない。 

このような現状を踏まえ、調査団はJICA海外測量作業規程、国土地理院の作業規程等を参考

ヌアクショット 

空撮及び空三：2,000km2 

地形図作成：1,200km2 
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に、標定点測量等の基準及び図式規程・図式適用基準、並びに数値地形図のデータ構造等すべ

てにわたる基準（精度管理表を含む）を作成し、DTCと協議する必要がある。それらをカウンタ

ーパートに十分理解させるとともに、それに基づき調査を進めるものとする。 

 

（２）空中写真撮影（業務委託） 

撮影計画立案にあたっては、オーバーラップ、及びサイドラップ切れに注意して撮影管理を行

うものとし、以下の空中写真を撮影する。 

・ 地図縮尺  ：1／10,000   

・ 空中写真撮影 ：約2,000㎢カラー 

・ 撮影縮尺 ：1／20,000 

・ 撮影にあたっては、キネマティックGPS測量により写真主点の座標値を求める。また、

空中写真はスキャナーを用いてラスター化し記録する。 

・ オーバーラップ：60％以上 

・ サイドラップ ：30％以上 

・ 撮影適期   ：7～9月の雨期を除く期間 

 

（３）標定点測量 

標定点測量(GPS観測及び簡易水準測量)作業はDTC職員が主体的に行うものとする。準基準点及

び標定点の刺針精度は後続の空中三角測量の精度を大きく左右することになるので､この作業の

調査団担当者は､DTCの作業担当者に十分な写真判読、偏心刺針技術を指導・監督する必要がある｡

また、刺針に際しては、写真上で認識可能と思われる道路の交点及び構造物の付近等、偏心刺針

が容易な地点を選定する。刺針作業は必要に応じて部分引き伸ばし写真を用いる。 

対象地域は砂漠を含んでおり、指針作業は困難が予想されるので、必要に応じて対空標識の設

置を考慮するものとする。 

将来の大縮尺整備を考慮しGPSでの基準点を多めに配置する。また、必要に応じて現地測量補助

員等の現地雇用を行うものとする。 

 

（４）写真判読・現地調査 

現地調査については、空中写真撮影の成果を用い、写真判読及び現地調査を行う。現地調査は、

空中写真上で判読が困難な地物について、補測的に行う。 

なお、本格調査団は、モーリタニアが従来行っている写真判読、現地調査手法について調査、

分析のうえ、監督・技術指導を行う。 

現地調査に用いる航空写真は原則として密着写真とするが、必要に応じて２倍引き延ばし写真

を用いる。 

 

（５）空中三角測量(国内作業) 

空中三角測量は、空中写真撮影成果、標定点測量成果の結果を基に行う。 

 

（６）数値図化(国内作業) 

空中三角測量の結果を基に数値図化を行う。また、等高線の描画にあたっては必要に応じて全
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モデルの数値標高モデル（Digital Elevation Model:DEM）を作成し、等高線を自動発生させる方

式とステレオ図化方式を併用するものとする。DEMのメッシュ間隔は10メートル、等高線間隔は主

曲線5メートルとし、緩急傾斜地は2.5メートルの補助曲線とする。なお、計曲線は25メートルと

する。 

 

（７）数値編集・記号化(国内作業) 

上記の工程で作成されたデータをラインマップとして使用できるように数値編集・記号化を行

う。図式、地図記号等の仕様については、DTCと協議された仕様に基づくものとする。 

 

（８）構造化(国内作業) 

本調査によるデジタル地図作成は、モーリタニアの国土基本図として整備するものでGIS基盤デ

ータ整備事業の一環をなすものである。 

構造化及び記号化に伴う機器の操作、及びデータ処理に関するマニュアル等を今後のDTC業務遂 

行のために作成する必要がある。 

 

（９）CD-ROM 

項目（８）までにおいて作成された、各種デジタルデータをCD-ROM等の適切な媒体に格納する。 

 

（10）地形図印刷 

地図の印刷は行わずデジタルの地図データをプロッターで出力するものとする。 

 

３－４ 本格調査工程と要員構成 

（１）要員構成 

本格調査団には、全体指揮及び工程管理等の管理業務、調査団自らが担当する業務の実施、

DTCとの業務の調整業務、委託業務の空中写真撮影監督業務、標定点測量、現地調査、現地調査

補測調査の監督業務がある。 

管理業務については、総括（仕様協議・品質管理）、監督業務については、空中写真撮影、標

定点測量、現地調査及び現地補測、図化・編集及び記号化・構造化の監督の構成がよいと思わ

れる。調査団自らが実施する業務については、数値図化・数値編集、記号化、構造化と考えら

れる。 

また、これらの作業の各工程で内部検査を十分に行う体制を整える必要がある。 

地図の作成期間は約32か月とする。 
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（２）調査工程   

調査工程は図３－２のとおりである。 

 

（３）DTCとJICA調査団の役割分担 

全調査対象地域に関する空中写真撮 

影は業務委託とし、標定点測量、現地 

 調査･現地補測については、JICA調査団 

 監督の下DTCが実施する。 

また、数値図化、数値編集、記号化、 

構造化等の地図作成の工程については 

JICA調査団監督の下OJTとしてDTCが実 

施する。 

 

（４）地図印刷 

地図作成作業はデジタル方式で実施 

するため印刷は行わず、必要に応じて 

プロッター出力で対応する。 

 

３－５ 本格調査実施上の留意点 

モーリタニアにおいて作業を行う際に

留意すべき事項について記述する。 

  土地の立ち入りについて特に問題

となる箇所はない。 

  安全上の留意点については、調査

対象範囲内において、危険な動物、

風土病等安全上特に注意が必要と

なる事項は特にない。 

  通訳については、公用語はアラビ

ア語及びフランス語で、英語が話

せる人は限られている。また、「ア

ラビア語－日本語」及び「フラン

ス語－日本語」の現地での通訳の

確保はきわめて困難である。「アラ

ビア語－英語」又は「フランス語－英語」       図３－２ 調査工程 

の通訳を雇用することが現実的であると考える。 

  公的機関等の勤務時間は9:00～18:00で、金曜日は半日、土曜及び日曜日は休日である。 

  電力供給は、220V、割合に安定して24時間電力供給されている。乾期には停電がある。 

  コンピュータ関係販売会社については、ヌアクショット市内にコンピュータ販売店は点在し

ているが、大規模販売店は見られない。基本的にハードウェア、ソフトウェアの入手は可能

である。 

空中三角測量 

印 刷 

地形原図作成 DM データファイルの作成 

標定点測量（GPS）・刺針
現地調査 

現地補測 

数値編集 

補測数値編集 

数値図化 

GIS データの構築 

空中写真撮影 

撮影済フィルム 
の数値化 

  現地作業 
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  コンサル会社で測量機材を販売している。 

  通信手段については、約80％の地域で携帯電話を使用できるが、安全面を考慮して無線が必

要である。 

  インターネットについては、官庁、ホテルにLANが接続されている。 

  ヌアクショット市内中心部の交通事情は通勤時間帯では大渋滞となる。運転マナーは良くな

い。 

  レンタカーについては、ドライバー賃金、燃料代込みで四駆のランドクルーザクラスが1日120

ユーロ、セダンで１日50～60ユーロ程度である。 

  宿泊施設は、調査対象地域内各地に調査団が宿泊可能なホテルが存在する。外国人向け主な

ホテルは次のとおりである。 

  エル・アマンホテル     １泊 10,000ウギア (4,500円)JICA価格 

  ノボテル       １泊 250ユーロ 

  ハトリホテル    １泊 100ユーロ 

 モーリタニア航空のダカールとヌアクショット間の運行は頻繁にキャンセルされることが多

い。 
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